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05101 岡山市

瀬戸内市

戦略的な産業振
興に資する土地利
用のあり方につい
て

　地域の農業の振興に資する施設又は特別の立地条件
を必要とする事業のうち、高速道路ＩＣに隣接するなど産
業利用に特に適しているものについては、「公益性が特
に高いと認められるもの」として、その用に供される土地
が農用地等に含まれないよう農業振興地域の整備に関
する法律（以下「農振法」という。）施行規則を見直し、農
振法第１０条第４項の農用地等に含まれない土地の適用
範囲の拡大を求める。

・土地改良事業の受益地の場合、工
事が完了した年度の翌年度から起算
して８年を経過していなければ、農振
除外ができない。

・現行の「農用地等及び農用地等とす
ることが適当な土地に含まれない土
地」の規定に、今回提案する企業用
地に適用できる規定がないため。

農振法第１３条第２項第５号
農振法施行令第９条
農振法第１０条第４項
農振法施行令第８条第４号
農振法施行規則第４条の４第１号～
第２８号

　以下の①から③のいずれかに該当
する場合は、農振法第１０条第４項の
農用地等に含まれない土地として取
り扱うこと。
①流通業務施設、休憩所、給油所そ
の他これらに類する施設で、次に掲
げる区域内に設置されるもの
イ　一般国道又は都道府県道の沿道
の区域
ロ　高速自動車国道その他の自動車
のみの交通の用に供する道路（高架
の道路その他の道路であつて自動車
の沿道への出入りができない構造の
ものに限る。）の出入口の周囲おおむ
ね三百メートル以内の区域
②既存施設の拡張（拡張に係る部分
の敷地の面積が既存の敷地の面積
の２分の１を超えないものに限る。）
③農業従事者の就業機会の増大に
寄与する施設

農林水産省 　御提案の①から③については、周辺の農地の効率的な
利用に支障を及ぼすおそれがあること等から、市の具体
的な計画を基に農業上の土地利用との調整を図った上
で、都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づく市街化
区域への編入、地区計画の活用や土地改良事業の計画
段階からの調整等により、計画的な土地利用によるまち
づくりを進めることが適当と考える。
　なお、この調整を迅速に進める上で、国としても、円滑
な調整が進められるよう、国、県、市の農業担当部局と
都市計画担当部局等が一堂に会して調整する場を設け
るなど、速やかな実施に向けて適切に対応してまいりた
い。

　国のかんがい排水事業等の土地改
良事業は、長期又は複数次に及ぶこ
とで、長期間にわたり農振除外要件を
充たさない状況にあるが、その間に社
会情勢や地域事情に変化が生じてき
ている。また市街化区域編入の手法
では、大規模な土地や地権者合意形
成等に多大な時間を要するため、企
業ニーズに応える迅速な対応が困難
である。本提案は、こうした土地改良
事業開始後であっても、周辺の農地
の効率的な利用に支障を及ぼすおそ
れがないことや、地区計画の策定に
よって必要最小限の範囲とすること等
一定の要件を満たした場合に限定し
て、社会情勢や地域事情の変化並び
に企業ニーズに応える柔軟な土地利
用が可能となるよう規制緩和を求める
ものである。

農林水産省 　御提案については、地域の農業振興の方向性との調
和を図りながら、地域未来投資促進法（平成19年法律第
40号）を活用することにより、農用地区域からの除外が可
能である。
　また、瀬戸内市においては、地域未来投資促進法に加
え、農村地域への産業の導入の促進等に関する法律
（昭和46年法律第112号）を活用することにより、農用地
区域からの除外が可能である。
　いずれにしても、具体的な計画を基に、県等関係機関と
調整を進めていくことが重要であり、国としても御相談に
応じてまいりたい。

05801 兵庫県 工場拡張に係る農
振除外要件の緩
和

　企業が、既存敷地に隣接する農振農用地を取得して事
業を拡大する。

　既存の工場を拡張するため、拡張
用地が農用地の場合、農用地区域か
ら除外するためには、当該農地のほ
場整備事業に加え、当該農地が受益
地である用排水路整備事業について
も、事業完了後８年を経過しているこ
とが必要。

農業振興地域の整備に関する法律施
行令第９条

　「土地改良事業完了後８年を経過し
ていること」とされている農用地区域
からの除外要件について、工場の拡
張にあたり、ほ場整備事業が事業完
了後８年を経過していれば、用排水路
整備事業が完了後８年を経過してい
なくても、当該用排水路の受益農地を
農用地区域から除外できるよう、規制
緩和を求める。

農林水産省 　御提案については、周辺の農地の効率的な利用に支
障を及ぼすおそれがあること等から、市・町の具体的な
計画を基に農業上の土地利用との調整を図った上で、都
市計画法（昭和43年法律第100号）に基づく市街化区域
への編入、地区計画の活用や農村地域工業等導入促進
法（昭和46年法律第112号）の活用、土地改良事業の計
画段階からの調整等により、計画的な土地利用によるま
ちづくりを進めることが適当と考える。
　なお、この調整を迅速に進める上で、国としても、円滑
な調整が進められるよう、国、県、市・町の農業担当部局
と都市計画担当部局等が一堂に会して調整する場を設
けるなど、速やかな実施に向けて適切に対応してまいり
たい。

　国・地方が一体となって、地方創生
を進める中、当該規制のために、地
域活性化や雇用創出の機会を失うこ
とは地方創生の流れに沿わない。
　ついては、工場の拡張用地として隣
接する農地を活用できるよう、ほ場整
備事業が事業完了後８年を経過し、
当該ほ場が受益地である用排水路の
みが事業完了後8年未経過の場合に
限って農用地区域から除外できるよ
う、規制緩和を求めたものであり、要
件を緩和されたい。

農林水産省 　御提案については、地域の農業振興の方向性との調
和を図りながら、農村地域への産業の導入の促進等に
関する法律（昭和46年法律第112号）又は地域未来投資
促進法（平成19年法律第40号）を活用することにより、農
用地区域からの除外が可能である。
　いずれにしても、具体的な計画を基に、県等関係機関と
調整を進めていくことが重要であり、国としても御相談に
応じてまいりたい。

１　農用地区域からの除外要件の緩和


